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はじめに 
中国における中産階級の形成は国の政策と密接な関係を持っている。中産階級を検討するこ
とで、ある時期の国の経済の成長、所得の増加とその分配、さらに多くの場合は国による経済
政策のあり方まで分かる。中国では経済発展とともに、国民の所得が上昇している。それが中
産階級の生成と結びついている。以下はまず、中国の計画経済期と市場経済期のマクロ的な経
済状況について簡単に説明する。中国は昔から社会変動が複雑であった。そのため、改革開放
前と改革開放後の経済政策と社会体制の変動について理解してからの方が、中産階級の形成や、
発展についてもより理解しやすくなる。 
一． 社会体制と経済政策の変化 
1．改革開放以前 
過去 50 年の間に、中国の社会構造は二度にわたって重大な構造変化を経験した。第一は、
1947 年からの土地改革運動である。土地改革運動では、地主の土地を収奪し、農民に等しく分
け与えた。第二は、1956 年の社会主義改造である。生産手段の国有化による資産階級に対する
所有権の剥奪であった。いわゆる、「低額利息」による生産手段の国有化の買い取り方式によ
って中国の民族資産階級改造をした。具体的には、都市の私営企業を先に「公私合管1」方式に
転換させ、その後、次々に国家所有と集団所有の二つの形式に変更することで、漸進的方式に
基づいて資産階級の所有権を剥奪していった2。これにより、1956 年の社会主義改造以降、都
市か農村かを問わず、国民全体が平等な生活を営むようになり、実際に経済的な意味における
階級は存在しなくなった。 
 
                                                     
1 1949 年以後、中国は私営企業と個人商工業者に対する社会主義的改造を実施した。公有制経済の建設と同
時に、国家は資本主義商工業に対して、加工と発注、統一購入と一括販売、国営の代理販売、公司合同経
営など一連の改造を行い、1956 年に至って資本主義商工業に対する社会主義的改造が実現し、これらのい
わゆる「公私合管」の経済構成要素については、国家が実際の所有者あるいは支配者となり、最終的には
これら企業の絶対的大多数が国有企業となった。 
2 李（2004）『中国の社会階層と貧富の格差』、6－8 頁。 
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資産所有権を社会的地位の上下を区別する標識とできなくなったことにより、社会階級の地
位はそのほかの条件に取って代わられるようになっていった。例えば、戸籍、出身家庭3、仕事
先の企業所有制4等々である。1950 年代中期に入って、このような非財産所有権型の社会階級
が登場し、比較的穏やかな制度体系が形成された。1979 年までは、都市の就業者は、基本的に
は幹部と労働者と分けられるようになる。当時、中国ではすべての管理者を総じて幹部と呼ん
だ。構成比からみれば、都市就業者の中で幹部身分を持つ人々は約 6 分の 1 から 7 分の 1 程度
であり、それ以外は労働者が占めていた5。1979 年の改革・開放直前までそのような状況が続
いていた。この社会階層制度体系を中国では「身分制」と呼ぶ。このような身分制は、ある程
度先天的な（世襲的な）性格を有し、それを変えることは困難であった。 
例えば、1980 年代以前の中国では、政治的な身分が重要であった。政治活動は経済活動より
重要であったため、人々は政治活動に積極的に参加しないと、危険思想の持ち主であるという
ふうに言われた。多くの人にとっては共産党に入党することが人生における一つの大きな目標
であった。80 年代の初頭においてさえも、人生には三つの重要なことがあり、一つ目は入団、
二つ目は入党、三つ目は結婚であるというように考えられていた。入団とは学生たちが共産青
年団に入ることである。共産青年団に入団する時にも審査が行われる。入党とは共産党に入る
ことである。当時の学生たちにとって青年団への入団は大変名誉なことであった。社会に出て
からも、共産党に対する認識や、自己認識などを常に深めるように懸命に努力していると、単
位での評判がよくなり、単位の党幹部に認められ、ようやく共産党に入党できるのである。当
時、共産党員になることに経済的利益はなかった。ただ、身分的には一般の人より高いと認識
されることは確かであった。 
しかし、1980 年代から、市場経済を導入して以降、人々は政治的関心より経済問題を優先さ
せている。それは人々がよい生活をしたいと考えているからである。今の政権が共産党の手中
に握られているのか、それとも他の政党の手に委ねられているのかについて、人々はあまり大
きな関心を持っていないのである。たとえ誰が政権を握ったとしても、国民に安定した生活を
提供でき、より良い生活を手に入れられるようにできさえすれば、それでよいということであ
る。 
当時、もう一つ重要な変化は戸籍制度の変化である。1950 年代中期から 1980 年代に至るま
で、中国は厳格な戸籍制度をとってきた。この制度の下で、個人が一度ある土地に戸籍を登録
してしまうと、他の地域に移り住むことが極めて困難となる。1950 年代に起こった工業化の進
展とともに、農民が大量に都市に流入するようになった。その結果、食糧の供給、交通、住宅、
都市のサービスなどに関して、多くの問題が生じた。そこで、中国政府が農民の都市への流入
を制限し、「都市戸籍」と「農村戸籍」が人為的に分けられた。近年、農民は都市での職探し
の機会が拡大し、都市で農民が生存する条件も大幅に向上してきた。都市において農民の就業
機会が拡大したことから、膨大な農村人口が都市に流入しており、事実上、戸籍の上での身分
の境界が曖昧になり、戸籍上の身分が社会の流動化に伴って有していた強い制限を弱体化させ
てしまったのである。 
                                                     
??貧農、中農、富農、地主、革命幹部などの分け方がある。?
??国家統計局と国家工商行政管理局の「企業登記登録類型を分類することに関する規定」による、企業形態
の分類である。企業が公有制であるか、それとも私有制であるのかを分類する。?
5 李（2004）『中国の社会階層と貧富の格差』、15 頁。 
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このように、中国社会における身分構造は日増しに弱体化してきており、身分類型が招いた
硬直した社会構造もより柔軟な社会構造へと転換している最中であり、社会的地位の開放性が
大きく拡大してきている。毛沢東時代の無産階級（労働者）と資産階級（有産階級）の闘争で、
階級がなくなった。それ以来、中国では階級という言葉をあまり使わなくなったとされる。近
年、中等収入者や、中産階級などの言葉が登場するに至って、少しずつ人々がこのような「階
級」という呼び方を受け入れるようになってきた。社会構造は今まさに硬直性から柔軟性への
構造変化を起こし始めている。 
2． 改革開放以降 
1970 年代末、中国は経済体制の改革を開始した。最初のステップは、農村における「農家生
産量リンク生産請負制度」6の実行である。それと同時に国有企業に対して経営意思決定権限の
委譲と、利潤譲与を中心とした各種の改革を行い、さらに非国有制の諸経済形態を合法的なも
のとして認めた。高度の集権的計画による資源配分制度を改革し、同時に一部の製品及び生産
要素価格に対するコントロールを部分的に緩めた7。また、対外的には外資導入と貿易拡大を求
めて開放政策を断行し、外国企業が中国で直接投資をし、独資8ないし合弁企業9を設立するこ
とを認めた。市場経済の要求に適応した現代企業制度を構築し、公有制を主体として多様な経
済構成要素がともに発展するような活力にあふれたマクロの基礎を形成してきた10。 
都市における経済体制改革の重要な鍵は国有の大・中規模企業の改革にある。国有企業改革
は「企業の権限責任を明確にして、政府と企業を分離し、科学的管理を行う」という要求にも
とづき、現代企業制度を構築しつつある。国は、国有企業に対して戦略的改組を行い、国有経
済の蓄積量を調整し、合理化を行っている。しかし、国有企業の改革は国有企業従業員の地位
や生活に多大な影響をもたらした。この影響はその後で詳しく説明する。 
改革開放後、「先富起来」政策の下で、国有企業だけでなく、他の種類の企業も認められる
ようになった。これが経済活性化の最も大きな原動力である。もともと人々には労働意欲があ
るため、計画経済で抑えられてきたものが改革開放政策による自由化でより良い生活を送る機
会が拡大し、労働意欲を顕在化させたのである。 
中国の経済改革における効果は、言うまでもなく、中国の経済効率を高め、経済構造を調整
し、典型的な中央計画経済を、市場の需要によって調節できる経済へと変貌させたことである。
労働に応じた分配を主体とし、効率優先だが、公平性も考慮した所得分配制度を構築しつつ、
「先富起来」の政策の下で、中国の一部地域（主に沿海地域）の一部の人達を先に富ませるこ
とを奨励し、ともに裕福になる道を進んでいる。 
このように、中国はここ数十年の間に著しく経済発展してきた。しかし、様々な問題も残っ
ている。第一に、産業構造が不均衡で、地域間の経済発展のバランスがとれていないこと、第
二に、科学技術、教育がかなり立ち遅れ、科学技術の革新・創造力が弱いこと、第三に、就業
                                                     
6 農業生産責任制の一つ。1978 年の改革開放以後行われたもので、個人あるいは集団が一定の生産項目を請
負、生産の成果に応じて報酬を受ける制度である。 
7 林他（1997）『The China Miracle:Developent Strategy and Economic Reform』、53 頁。 
8 外資独資企業とは、外国投資者が全額を投資して設立した企業である。 
9「中外合資経営企業法」に基づき、合作契約に定められた約定によって投資または条件を提供して設立し、
利益とリスクを分け合う企業。 
10 林他（1997）『The China Miracle:Developent Strategy and Economic Reform』、58 頁。 
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（就職、失業）の圧力が強まり、農民と都市部における一部の住民の収入が伸び悩み、なおか
つ所得格差がさらに大きくなっていることが挙げられる。所得格差に着目すると、一人当り所
得の都市・農村間格差は 1997 年の 2.5 倍から 2001 年には 2.9 倍にまで拡大している。上海は
貴州の 12.9 倍になる11。貴州は中国において比較的貧しい地域である。高所得層は豪華な住宅
や高級乗用車をもつようになったのに対し、基本的な生活物質にも事欠く低所得層や農民も少
なくない。 
図 1 世界銀行のデータによると、改革開放前の 1978 年における中国の都市住民のジニ係数
は 0.16 である。これはもっとも低い水準である。しかし、80 年代後半から、所得格差が拡大
し、都市住民のジニ係数が 1986 年には 0.19、1990 年には 0.23 となり、1996 年には 0.40 に達し
た。農村住民の所得のジニ係数は 1982 年が 0.22、1984 年が 0.27、1985 年が 0.30、1986 年が 0.31
である。以上の数字は、中国のジニ係数が確実に上昇していることを示している。 
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図 1 世界銀行による中国のジニ係数 
出所：李『中国の社会階層と貧富の格差』、170 頁より作成 
ジニ係数は 0 から 1 の間の数値であり、ジニ係数が 0 の場合は絶対的な平等を表す。ジニ係
数が 1 の場合は絶対的な不平等を表す。つまり、数値が 1 に近ければ近いほど貧富格差が大き
いことを表す。図 1 のジニ係数が所得格差の拡大を表しているが、中国政府は所得の問題につ
いて無視しているのではない。現在、中国の所得格差問題が多くの研究で取り上げられている。
もちろん、このような格差の存在自体が問題なのではない。どこの国でもどの時代においても
多かれ少なかれ多少の所得格差が存在しており、むしろ格差が全く存在しない国の方がまれな
のではないだろうか。中国の歴史は長く、二千年から三千年の間、基本的には封建社会であり、
不平等社会であった。確かに、毛沢東時代を見てみると、比較的経済的平等な社会であった。
人々が平等な所得を手に入れ、働いても働かなくても同じ給料を保障されていた。しかし、生
                                                     
11『中国統計摘要』????年版 
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活水準という点から言えば総じて低かった。それゆえ、改革開放期以前のような平等な生活を
維持することが望ましいことであるかどうかは疑問である。中国政府は国民の生活水準を向上
させるために、様々な計画と政策を設定していた。改革開放以前と以降の歴史を振り返ってみ
ると、それが分かる。 
1982 年 9 月、中国党中央は「社会主義現代化建設の新局面を全面的に作り出す」という報告
を提出した。その主な内容は「1981 年から今世紀末までの 20 年間の、わが国の経済建設の全
体目標は経済効率を向上させるとともに全国の農工業総生産量を 2 倍以上にする…この目標を
実現すれば、都市住民と農民の収入は倍増する。人々の生活水準は小康水準に達する。」など
である。この党大会で初めて「小康」の概念が中国の国民経済と社会発展の主要目標として使
われた。 
1991 年、中国党中央、国務院は「国民経済と社会発展に関する第十次 5 ヵ年計画12と第八次
5 ヵ年計画綱要」の中で、小康社会を二つの面で分けた。一つ目は、小康社会の社会的な属性
について中国の生産力水準に基づく、社会主義の基本原則を体現することである。二つ目は、
小康社会の実現には、物質生活レベル―食品、服、住宅など、と生活環境状況―交通、水質、
住宅環境など、社会環境―社会秩序、サービスに対する満足度、人々の道徳などの精神面、が
必要であることである。これには個人の消費水準の上昇と社会福利（社会福祉）や、労働環境
なども含まれる。 
当時、小康生活に達しているかどうかを評価する際の基準は以下であった。 
1. 一人当たり GDP は 2,500 元（1980 年の為替レートで換算すれば、900 ドル） 
2. 城鎮（都市と近郊）の一人当り平均可処分所得は 2400 元/年 
3. 農民の平均所得は 1200 元/年 
4. 城鎮の一人当たり平均住宅占有面積は 12 m2 
5. 農村鋼木結構住宅の一人当たり平均住宅占有面積は 15 m2 
6. 一日一人当たり蛋白質の平均摂取量は 75ｇ 
7. エンゲル係数 50% 
8. 幼児死亡率 3.1％ 
9. 教育、娯楽への支出比率は 11％ 
10. 平均寿命 70 歳 
11. テレビ普及率 100% 
12. 国土に占める森林面積比率は 15％ 
中国国家統計局のデータによると、2000 年末に中国の全人口の 75％が「小康」水準に達し
ている13。しかし、まだ、中国全体で 3000 万人の食料問題さえ解決されていない。都市では約
2000 万人が最低生活ラインの下にいる。中国全体から見れば、「小康社会」への発展は依然と
して不均等発展的な状況である。 
このような状況の下で、2002 年、中国政府は所得格差を縮小するために、中国共産党第十六
回代表大会の政治報告において初めて「中等収入者」という概念を盛り込んだ。そこでは、今
後の 20 年間で全面的小康社会の達成を目指し、所得格差縮小のために低収入者の収入水準を
                                                     
12?中国では、????から五年ごとに国の発展計画を立っている。第十次 ?ヵ年計画は ????年から ????年の
発展計画である。?
13 盧（????）『図説小康社会』、??頁。?
?????????????????????? 
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高め、中等収入者の比率を拡大するという目標が設定された。 
近年、中国では、「中産階級」という言葉を使うようになった。本来、社会学において、「中
産階級」、「中等収入者」の概念は細かな違いがあり、完全に一致しているわけではない。本論
文では、「中産階級」という言葉を広義に用いている。 
続いて、改革開放以前の中産階級について述べる。 
二． 改革開放以前の中産階級 
1．改革開放以前の中産階級 
近年の研究によると、中国では改革開放後から中産階級が生成してきたとする説が多い。実
は、中国には解放前（1949 年建国前）から民族資本家が存在していた。これらの人々は中産階
級に属していたと思われる14。 
李の研究によると、1980 年代から 1990 年代の半ばまで、中国の中産階級は一般知識人、一
般党政機関、企業の幹部と国有企業の従業員から構成されている15。これは今現在の評価基準
に基づいて分類したものである。現在、中産階級を評価する場合、所得、職業などの基準に基
づいた評価を行っている。ある程度の所得を手に入れ、よい職業に就くことができれば、中産
階級に分類される。 
1980 年代から 1990 年代にかけて、一般知識人、一般幹部、国有企業の従業員は確かに安定
的な生活を送っていた。一般知識人の収入は高くはなかったが、雇用が安定していた。一般幹
部も同様で、一旦幹部になった場合は、ミスを犯さない限り、定年まで幹部の身分を維持でき、
収入と雇用が安定していた。当時、国有企業の従業員たちは多くの利益を得、さらに収入以外
にも企業から各種サービスを受け、住宅の供給や、医療費の免除を受けるなど、他の企業の従
業員よりも優遇されていた。1980 年代までは国有企業に入社することが人々にとって名誉なこ
とであった。これらの理由から、一般知識人、一般幹部、国有企業の従業員をここでは中国の
旧中産階級と呼ぶことにする。 
 現在の評価基準からみると、中国の当時の国有企業の従業員たちは、全国民中の中位水準に
属していたと言える。しかし、1990 年代以降、共同経営や外国資本、香港・マカオ・台湾から
の投資、株式制度などの企業所有制度が出現した。これらの所有制は国有企業と違い、能力主
義を採用し、競争原理のもとで、能力に応じた所得の上昇が可能である。平等主義的な企業統
治体制は採用されておらず、経済の効率性も国営企業より高く、従業員の所得も国営企業より
高い。 
図 2 は企業形態別にみた労働者の年平均所得である。1950 年代の初頭から 84 年までは国有
企業と都市、鎮集体単位のデータしか存在していない。1953 年の国有企業の年平均所得は 496
元と極めて低いものであった。2003 年には 14,577 元まで上昇した。しかし、外資系企業の場
合を見ると、1999 年にはすでに年平均所得は 12,951 元であり、1999 年の国有企業の年平均所
得と比べてみると、相対的に高所得であることが分かる。 
 
                                                     
14?本論文は主に ???? 年代から今現在の実態を把握することを目的にするため、中国共産党政府が成立する
以前については詳しく取り扱わないことにする。?
???李（????）『中国の社会階層と貧富の格差』、??頁。?
????????? ? ?? ??
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 1980 年代に改革開放政策を実施して以降、国有企業の改革、私営企業、外資系企業などの参
入によって、人々の所得も大きく変化している。計画経済期の国家が規定していた賃金から、
多様な収入源の形成や、能力による収入の上昇など、様々な原因で人々の所得格差が大きく拡
大した。 
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図 2 企業形態別にみた労働者の年平均所得 
出所：『中国統計摘要』2004 年版により作成 
2．改革開放以前の中産階級衰退の原因 
中国で改革開放以前の中産階級が衰退した原因は主に二つある。一つは 1993 年以降、国有
企業改革が本格化し、失業者が大量に発生するようになった点である。2000 年時点で登録され
た公式な失業率は 3.1％程度に過ぎないが、「下崗16」という事実上の失業者を加えると、実質
10％を超えているともいわれている。「下崗」した職員・労働者は 2000 年末まで 660 万人にの
ぼる17。これらの人々は再就職サービスセンターに所属して、三年間の期限で基本生活費を受
け取りながら再就職のための職業訓練などを受ける18。期間を過ぎても就職が決まらない場合
は、失業者となり、失業保険の給付対象とされる。再就職サービスセンターの経費は国、地方、
企業が三分の一ずつ負担するのを原則とし、失業保険基金からも一部資金が廻っている。これ
は国有企業の大量のリストラという緊急事態に対応するための一時的措置である19。国有企業
の職員や労働者の大量の失業が旧中産階級の衰退へとつながっているのである。 
中国の旧中産階級が衰退した二つ目の原因は改革開放前の「単位」制の存在に求められる。
「単位」というのは、日本の会社でいう組織に当てはまる。改革開放前には「単位」制が強く
存在しており、「単位」なしでは、中国社会は正常に機能することができなかった。「単位」制
                                                     
16?下崗は一時的失業者を指している。レイオフということである。?
???鄭他（2002）『中国の社会』、74－75 頁。?
???社会保険の本人負担部分もセンターが負担すること。?
???鄭他（2002）『中国の社会』、76 頁。?
?????????????????????? 
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の下では、都市住民は各「単位」に所属することによってある種の確定的地位を獲得し、国家
が規定する権利と義務を履行することとなる。「単位」体制は国家の政治や社会秩序の維持に
有効であったが、他方では経済、社会、政治発展に悪影響を与えた。「単位」制では日本の終
身雇用と同様に、簡単には従業員を解雇しない。「単位」制の下では、給与や住宅、医療、年
金などのすべてを「単位」が負担していた。このことが、人々の労働意欲を削ぎ、余剰人員を
抱えることにつながり、悪平等を助長していった。人々は「単位」に対する依頼が強かった。
経済改革、社会保障改革、医療制度改革、住宅制度改革などにより、以前は「単位」から享受
した福利厚生がなくなった。それぞれの「単位」において従業員たちも自分の一生のすべてを
「単位」に頼ることができなくなった。 
改革開放前の中産階級について振り返ってみると、安定した職業に就いていることが最も重
要な特徴として挙げられる。たとえば、一般知識人の代表として教師が挙げられる。教師の収
入は全体からいえば、高くはない。しかし、教師という職により安定した生活をすることがで
きる。教師は国有企業の従業員と同じく、国家からの補助が多い。公費医療も享受してきた。
夏休みや冬休みなどの有給休暇が多いのも教師の特徴である。 
 改革開放前の中産階級と比べて、改革開放後の中産階級はどういうふうに生まれてきたのか、
そしてどのような特徴を持っているのかについて、以下では分析していく。 
3． 改革開放以降の中産階級 
1990 年代の後半に入ってから、中国の経済は着実に成長している。それにつれて、中産階級
の実態も徐々に浮かび上がってきている。張の研究によれば、中国の中産階級像は改革開放
後に現れた私営企業主、外資系企業に勤務しているホワイトカラー、高等教育に従事している
者やエンジニア、高度専門職に就いている人々、国有大企業の幹部、メディアや芸能界、スポ
ーツ界のスター、政策調整の隙間を利用して起業したり、他の手段を使って富を手にした人々
である20。 
基本的に、中国の中産階級は主として頭脳労働に従事しており、給料で生計を立てている。
また、高収入が得られて、勤務条件が整った職業に就ける能力、ないし相応の消費水準を維持
できる能力を保持しており、一定水準の余暇を過ごし、仕事に対して一定の権限を与えられて
いる。ある程度の教養も身につけている。 
以上から総合的に考えると、中国における中産階級のイメージは日本やアメリカと大きな違
いがないとも言える。しかし、中国の場合は、所得格差が大きいため、単に所得、職業を基準
として中産階級を評価することが難しい。 
では、改革開放後に出現した中国の中産階級は一体どういう人々を指すのであろうか。中国
で言われる伝統的な「中産階級」、いわゆる改革開放前の中産階級は、被雇用人員により構成
されている。これに対し、「新中産階級」いわゆる改革開放後の中産階級は逆に多くの非被雇
用階層を含んでいる。アメリカの新旧中産階級の入れ替えと異なる特徴は、アメリカでの新旧
交代はゆっくりとした過程であったのに対し、中国の新旧交代は急速に発生した点である。ア
メリカでは、新中産階級であれ、旧中産階級であれ、どちらも各種の年齢グループによって構
成されているのに対し、中国の旧中産階級は 40～50 歳前後の年齢層から構成され、新中産階
                                                     
20 園田（2005）『東アジアの階層比較』、188－189 頁。 
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級は 25～35 歳前後の年齢層から構成されている21。 
 一体、中国の新中産階級はどのような人達から構成されているのか。このことについて以下
で説明していく。 
① 私営企業主 
まず、第一に思い浮かぶ現代中国の「新中産階級」は、私営企業主である。1988 年に中国の
憲法で、私営企業を認めたが、それ以前の改革開放後の 1980 年から既に個体経営22あるいは私
営経営は他の非公有制経済体制より先に存在していた。70 年代末、文化大革命期の「上山下郷」
23運動の終焉によって、大勢の知識青年が地元に戻った。しかし、この中の相当数に及ぶ人々
は就職ができず、1979 年には全国城鎮の未就業者数が 1538 万人に上り、求職率24は 5.9％に達
した25。このような状況下で、中国政府は雇用政策を調整し、求職者自らが就職活動をできる
ように、様々な規制を緩和した。それまでのように政府が職を分配するのではなく、個体経営
も認めるようになったのである。 
国家統計局の統計によると、1999 年末時点で、全国には個人経営者が 3160 万人、従業員は
6240.9 万人おり、全就業人口 7 億 586 万人の約 0.34％を占めていた。同様に、同じ統計による
と、1999 年末時点で私営企業は 150.9 万社、従業員は 2021.5 万人であり、全就業人口の約 0.28％
を占めている26。 
表 1、1993 年から 2002 年までの調査結果をみてみると、私営企業主の学歴が上昇している。
小学校卒の比率は 1993 年の 9.9％から 2002 年の 2.2％へと下降した。中学校卒の比率も 1993
年の 36.1％から 2002 年の 17.5％へと低下した。それに対して、高校・専門学校や、大学、大
学院卒の比率が上昇している。 
表 1 1993～2002 年私営企業主の学歴 
年 小学校 中学校 高校・専門学校 大学 修士・博士 有効数 
1993 9.9 36.1 35.9 16.6 0.6 1419 
1995 8.2 34.9 38.1 17.6 0.8 1467 
1997 6.3 31.5 41.7 19.5 0.7 1937 
2000 2.7 19.6 39.2 35 3.4 3066 
2002 2.2 17.5 41.9 33.5 4.9 3249 
出所： 陸（2004）『当代中国社会流動』、249 頁。 
 
  
                                                     
21 鄭他（2002）『中国の社会』、57 頁。?
???個体経営と私営企業には実質上の区別はない、ただ企業内の従業員数によって区別されている。個体経営
は従業員 7 人以下の企業を指し、私営企業は従業員 8 人以上の企業を指す。?
???都市の知識青年たちが農村や内陸部に行き、仕事をすることを指す。?
???ここでいう求職率と失業率の定義は異なる。これらの人々は失業者ではなく、仕事の配分を待っている
人々である。?
???鄭他（2002）『中国の社会』、58 頁。?
26?『国家統計局』2000 年版?
?????????????????????? 
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表 2 私営企業主の社会的地位への帰属意識 
  年 比較的高い評価 中位評価 比較的低い評価 
1993 29.2 59.1 11.6 
1995 25 61.6 13.4 
2000 25 61.2 13.8 
収入地位 
2002 27.4 58.5 13.9 
1993 43.3 45.6 11.1 
1995 38.1 49.5 12.3 
2000 37 50.3 12.6 
社会地位 
2002 43.3 45 11.7 
1993 36.9 42.6 20.5 
1995 27.8 43.4 29.2 
2000 29.4 43 27.7 
政治参与 
2002 31 44.9 24.1 
出所：陸（2004）『当代中国社会流動』、261 頁。 
表 2 私営業主の社会的地位への帰属意識をみてみると、私営業主は自分の収入による地位に
対しても、社会的地位に対しても、既に中位評価の占める割合が多い。1993 年では、収入にお
ける自分の地位に比較的高い評価を与えている人の割合が 29.2％、中位評価の割合が 59.1％、
比較的低い評価をしていた人の割合が 11.6％を占めていた。このことから中位評価の人は最も
多いということが分かった。2000 年の調査をみてみると、比較的高い評価をしていた人の割合
が 25％と 1993 年より下降していた。一方で中位評価をした人の割合が 61.2％となっており、
1993 年の 59.1％より上昇していた。また、比較的低い評価を下した人の割合は 13.8％になり、
1993 年の 11.6％より上昇していた。 
次に、社会的地位の帰属認識について述べる。1993 年の社会的地位に関しては、自分に対し
て比較的高い評価を下した人の割合が 43.3％、中位評価が 45.6％、比較的に低い評価の割合が
11.1％であった。一方、2000 年では、比較的高い評価の割合が 37％、中位評価の割合が 50.3％、
比較的に低い評価が 12.6％となった。このことから、収入による地位と社会的地位の変化から
みても、中位評価の占める割合が上昇したことが分かる。 
最後に、政治参加についての評価である。1993 年の比較的高い評価の割合は 36.9％、2002
年の比較的高い評価の割合は 31％であった。1993 年の中位評価は 42.6％であったが、2002 年
には44.9％に上昇した。1993年の比較的低い評価の割合は20.5％であったが、2002年には24.1％
となった。これらの比較から全体的にみると収入による地位の評価、社会的地位の評価、政治
への参与の三項目の全てにおいて、私営企業主が自分に対して中位の評価を下していることが
分かった。 
以上の二つの表からみると、改革開放以降、最初に現れた中産階級は私営企業主と言える。 
② 各業界別所得から評価する中産階級 
1990 年代後半に中国で出現した新中産階級に対するイメージは、収入が高く、よい教育を受
け、外資系企業や、金融、IT 業などで仕事をし、自家住宅を持つ人々である。 
????????? ? ?? ??
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「中華英才網27」の調査によると、収入レベルを決定する要素において、学歴は依然として
重要な地位を占めている。MBA 取得者の年収は依然としてランキングの首位にあり、76,839
元に達している。平均年収第二位の修士号取得者より１万元近くも多い。大学卒業者の平均年
収は、大学院卒業者より約２万元少ない。これ以外に今回の調査では、外国語のスキルが収入
格差を広げる有力な武器となることが示された。 
都市別ランキングでは、上海が全国各大都市のトップの座を保持し、その平均年収は 51,635
元に達している。ベスト 4 は前回調査から変化せず、１位から上海、深圳、北京、広州の順位
であった。 
外資企業の収入水準は依然としてトップの座にある。平均年収は 53,783 元に達し、前回調査
から 2000 元増加している。 
業界別についてみると、電気通信業界の収入レベルが業界トップを維持、平均年収は 55,770
元で、第二位の医療設備業界の平均年収より 10%近くも高かった。金融・投資・保険業界は今
回の調査で前回の第 8 位から 4 位に躍進し、平均年収はおよそ 2500 元増加した。 
年齢別では、31 歳～45 歳の年齢層の平均年収が 55,000 元を超え、うち、特に 36 歳～45 歳
までは、仕事が最も充実してくる年齢層であることもあり、その平均年収は 59,000 元を超えて
いる。20 歳以下の年齢層の平均年収は最も低く、15,816 元であった。男性の平均年収 45,629
元は女性の平均年収 35,376 元よりかなり高かった。また、海外でのキャリアを有する者の平均
年収は、そうでない者に比べて 1.63 倍も高かった。 
この「中華英才網」の調査から見ると、外資系企業、電気通信業界、医療設備業界、金融・
投資・保険などの業界の職に就いている人々の所得が高く、所得からみると、中産階級に属し
ている。 
三． アンケート調査 
1．調査目的と内容 
本アンケート調査は、中国上海市松江区地区を例にとり、ミクロの視点から人々の経済状況
や普段の生活に着目し、中国の中産階級のイメージを描き出すことを目的とする。アンケート
は 30 世帯を対象に調査を行った。被調査対象はさまざまな企業・組織で専門職や行政職に就
いている、ごく一般的な人々である。 
アンケートの内容は主に三つの部分から構成されている。初めは、調査対象の基本的な生活
状況についての調査である。内容は、調査対象の職業、学歴についてである。二番目は所得に
対しての満足度、消費生活の調査である。被調査対象の毎月の所得と配偶者の所得についての
調査である。そして、最後は、中産階級に対しての認識などについての調査である。しかし、
本アンケート調査はサンプルが少ないため、中国全体を代表することはできない。しかしなが
ら、中国のごく一般的な人々が抱いている自らの生活状況や中産階級に対するイメージを明ら
かにしようとしている。 
以下は、被調査者の生活、中国社会に対して満足度についての回答である。 
                                                     
27?中国の業種別人材ウェブサイト。このサイトは ????年 ?月よりオンライン上で中国国内賃金に関する調
査を行っている。現在、中国において業種、職種および地域範囲でもっとも広範にわたるオンライン賃金
調査を実施している。http://www.chinahr.com 
?????????????????????? 
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表 3 生活に対する満足度 
満足度 満足している 満足していない
生活に対して 19 11 
中国社会に対して 14 16 
        筆者の調査により 
表 4 は階級帰属意識28である。表 4 の自己の社会的地位に関する調査によると、帰属意識で
「中の上」、「中」、「中の下」を合わせた比率は 28 人に達した。自分が中産階級に属している
と答えた人の全人口に占める割合は約 9 割に達しているということが明らかになった。 
表 4 調査対象の社会帰属意識 
社会等級 上 中の上 中 中の下 下 
人数 0 2 18 8 2 
筆者の調査により 
2．調査結果の分析 
調査の結果、毎月の所得が 1000 元から 5000 元の間の人は 27 人いた。しかし、いまの所得
に対してまた満足していない人は 21 人に上った。たとえ毎月 5000 元の所得を得、比較的いい
生活をしていても、多くの人はいまの生活よりもっと余裕のある生活を望んでいるのである。
その気持ちは労働の原動力になるのではないだろうか。動機付けがなければ、人々は努力せず、
よりいい生活を手にいれることができないし、社会も発展しない。余裕のある生活を手に入れ
たいという気持ちがあるからこそ、人々はより働き、自分の権限と利益を守り、社会の安定を
望んでいくのである。 
また、毎月の収入が 5000 元以下（日本円に換算すると、約７万円程度）の人でも中流意識
を持っていた。「中」という答えは確かに所得と密接な関係があるが、それだけではなかった。
人々は周りの人と自らを比較し、周りからの評価や、自分の実際の生活水準などから自己認識
をしている。例えば、どのようなマンションに住んでいるのか、自分の職業や学歴などがどう
いうものなのかということも、その評価基準の中に含めているのである。つまり、経済的観点
からの客観的な評価以外に、自ら下した主観的評価も加味しているのである。 
調査の結果によると、今現在、車を持っていない人は 24 人であった。持っていない人たち
は車を買えないのではなく、今の段階では必要がないという人が多かった。今後、必要に迫ら
れれば購入するかもしれない。後は友達がみんな車を持っているから、自分も欲しくなるとい
う人も何人かいた。ある程度は面子の問題で、車を持つことが良い生活をしているシンボルに
もなるからである。 
一般的に、耐久消費財は、その価格が勤労者一人当たりの月収の二ヶ月分まで低下すると急
速に普及するということである。これは 1950、60 年代の日本での経験であると述べられてい
る。中国にもこの法則が当てはまると思われる。しかし、車は高級耐久消費財であり、今回の
                                                     
28 もともと階級帰属意識の提唱者とされる R. センタースは、上・中・下の区別に「労働者階級」を加えた
質問を用いていた。それが日本に導入されて、第一回 SSM 調査に採用された際に、上・中・下のみの区分
による階層帰属意識に変更された。それ以降、各方面の社会調査において広く用いられるようになった。 
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調査対象者たちが使っている車の値段は大体 6 万元から 20 万元までで、日本円にすると、100
万円から 300 万円である。この金額は日本人からみても高額である。なぜ中国の人々はこんな
に高価なものを買えるのだろうか。それは中国人の消費観と関係がある。 
今回の調査対象は学歴が様々なため、普段の生活において、知識に対する欲求も違う。仕事
以外の時間に学校へ通い、英語や、コンピュータを勉強している人もいるが、何もしない人も
いる。しかし、大部分の調査対象は危機感を持っており、今後の社会の発展につれて、新しい
知識も勉強しなければならないという認識がある。特に、大学卒業の学歴を持つ人々はもっと
学びたいという意欲が強い。 
どこの国でも経済発展の原動力として一番重要なものは、ヒューマン・キャピタル（人的資
本）である。経済の発展にはもちろん、物質的な資本、機械や土地、インフラが必要だが、一
番重要なのは教育によって培われた人間の能力である。人的資本の蓄積が進んだ国は発展する
し、進んでいない国は発展しにくい。 
中国に当てはめると、沿海地域の教育レベルは高い。例えば、上海を例にとってみると、昔
から上海の教育水準は高く、人々の経済感覚は鋭い。改革開放政策を実施して以降、経済発展
の潜在能力が爆発したのである。1980 年代から現在に至るまで、中国の他の地域の人々の上海
人に対するイメージはよくない。その理由は、上海の人は昔から商売好きで、利益至上主義の
イメージがあるからである。それは沿海地域と内陸の差であると思われる。内陸部にも教育水
準の高い地域が相当数存在しているが、人々の考え方が沿海地域とは異なる。例えば、内陸部
から上海に移り住んできても、上海の激しい競争に適応できなければ、結局地元に戻るしかな
くなってしまう。それはおそらくどこの国でも同じことであろう。 
今回の調査結果について、もう一つ重要な発見は持ち家率が 100％であること。しかし、被
調査対象の持ち家率 100％ということは不思議ではない。中国の場合は、1970 年代から 90 年
代の前半までは公有住宅であり、「単位」から分配されていたためである。しかし、1990 年代
からは公有住宅を安価で払い下げることがあった。公有住宅の安価売却によって人々は自分の
家を持つようになった。 
持ち家を安く入手できたケースは他にもある。例えば、建国以前の資産家の場合は、建国後
に資産などを没収された。文化大革命後に一部の住宅は返還されたが、そのほかの財産はすべ
て国家のものとなった。松江区の新しい住宅区を建設するために、返還された古い建物を立て
直さなければならなくなったが、その古い住宅の面積を様々なことを考慮に入れた上で、新し
い住宅の面積に換算して、住民の居住権を保障した。その結果、住民が新しい住宅を買うとき
にはわずかのお金さえ払えば、新しい住宅を入手できるようになったのである。このように安
く持ち家を入手できたケースは 1990 年代の時に集中している。 
中産階級の発展は社会にとって「望ましい」と思っている人は 26 人いた。多くの人は潜在
的には中産階級になりたいと思っている。そのもっとも重要な原因は、中産階級になれば、よ
り良い生活が手に入ることである。しかし、彼らは中産階級の社会的な役割をはっきり言うこ
とができなかった。筆者が彼らに中産階級の役割について説明した上で質問した結果、彼らは
社会の発展過程において、中産階級が必要だと回答した。 
今回の調査では、「多くの家庭に比べて、自分の生活水準をどう思っていますか」という問
いに関して、ほとんどの回答者が自分の生活水準は「中」だと認識していた。回答者は自分の
生活水準を高く評価している。確かに、今の中国では大多数の人々の生活水準が上昇している
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ことは言うまでもない。 
筆者の印象に強く残っていることが一つある。それは回答者の大半が「食」に対して満足し
ていることである。いまの生活が以前よりよくなったという評価は主に食事の変化からみてと
れる。 
1970 年代、80 年代に、食糧品を購入する時には、一定の量しか買えなかった。このことか
らも当時の人々の食に対する満足度が高くなかったことがはっきり表われている。今現在では、
一般の都市、農村でも食べたいものがあれば、どこでも買える。外食なら、様々な種類のもの
を食べられるのである。 
中産階級の帰属意識から見ると、自分が「中産階級」であると信じている人の割合は多い。
全国で「中産階級」意識を持っている人が 2 億人位いると推定されている。所得面からみても、
生活水準から見ても、彼らは必ずしも中産階級ではないが、「自分の生活は前よりだいぶよく
なった」、「他の人よりまあまあいい」という感覚をもっている。 
したがって、中産階級を考える場合は、その国の実情を考えなければならないのである。中
国のいま現在の農村貧困人口を評価する際に用いられる標準モデルでは一人当りの年収が 600
元以下の時に貧困と評価される。都市の場合は一人当たり所得が 150～200 元以下の場合に、
最低生活保証金を受給できる。この標準モデルによれば、中国農村の貧困人口は 3000 万以上
である。しかし、世界銀行の定義した国際的な貧困ライン、すなわち、各世帯の構成員の一日
の一人当り消費支出が１ドル以下で測ると、中国の貧困人口は数億人に上る。仮に現在、中国
都市部に住むある家庭の月収を 2000～3000 元であるとすると、高額医療費のような特別な負
担がない限り、この家庭の中国における生活水準は「中位」に位置する。しかし、この家庭に
先進国の基準をそのまま当てはめてしまうと、低所得層に分類されてしまうことになるだろう。
このことから、中産階級を評価する時には、全体の所得レベル、生活レベル、職業、所得分配
制度などの諸問題を無視してはいけないということが分かる。 
四． 結論 
本稿は中国の中産階級についての定義を明らかにした。大都市では三人家族を基準にして、
年収約 5 万元から 10 万元の間（約 70 万円～160 万円）にある。中小都市では年収 3 万元から
8 万元の間である。都市でこれらの人口の割合は約 9000 万世帯を占めている。これらの人々の
職業はホワイトカラー以外には、主に党政機関の幹部、私営企業主、専門技術者などから構成
されている。学歴に関しては、中等以上の教育と専門技術訓練を受けている。世間並みの消費
を享受できる能力を持ち、定期的な旅行ができる人々である。 
今現在、所得、職業、学歴、階層意識を合わせてみると、約６割の中国人は自分が「中」に
属していると信じている。中国では、1970 年代後期の改革開放政策を実施して以降、経済が著
しく発展している。国民の生活の質は昔と比べて、大きく上昇している。日本は戦後の高度経
済成長期を経て、1960 年代から 1970 年代の間に、国民の生活の質が大きく上昇した。当時は、
全国民の 7 割は自分が「中」に属していると認識したのである。いまの中国は 60 年代の日本
と相似している。 
しかし、中国の場合は、失業問題や社会保障政策の発展は依然として不完全であり、これら
の問題を解決しない限り、中産階級の発展は進まないのではないだろうか。中国でもソフトの
????????? ? ?? ??
 134
面におけるインフラ整備が必要である。社会保障制度、失業保険制度、個人に対する住宅購入
の融資制度など、また労働市場の形成についても整備しなければならない。これらの制度の整
備を通じて、失業者や貧困者に対して、基本的な生活保障を提供し、社会の安定を実現できる
のである。 
今後の課題として、以下の二点を挙げることができる。一点目は、より適切に中国の現状を
捉えるアンケート調査とインタビュー調査を行う必要がある。本稿の調査では、調査の分析結
果は中国の現状に対して楽観的であったが、中国全体を代表することができなかった。したが
って、今後の研究では中国の現状を適切に捉えるように調査を行っていくことが課題となる。
ここでの楽観的な結果から中国の現状を楽観的にのみ見るわけにはいかない。 
二点目の課題は、先進諸国で生じた問題が中国にとって未来の見えない問題ではなく、すぐ
目の前の問題である可能性がある点である。雇用の減少と失業の拡大は中国経済全体と社会に
最も深刻な影響を与えている。まず、非常に広い範囲にわたって多くの人々の基本的利益に損
害を与えているだけではなく、社会の安定を損なう重要な原因ともなっている。計画経済の下
で、失業ということはなかった。計画経済の下で採用された雇用制度が、人為的に完全雇用を
実現したのである。その結果は、改革開放以降、計画経済から市場経済への移行過程中に、国
有経済の雇用総人口における割合が急速に減少しているが、非国有企業は国有企業からの失業
者全員を吸収しきれない状態である。したがって、雇用の拡大と失業問題の改善は現在の中国
にとって経済発展のための一つの重要な目標である。雇用問題を解決できない限り、中産階級
の拡大もできないのではないだろうか。中国政府がどのような政策を採用すれば、完全雇用を
実現でき、これらの問題を防ぐことができるのかについて、今後引き続き研究していく必要が
ある。?
（おう・いてい 本研究科博士後期課程）?
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